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社会医療法人は、第５次医療法改正で制度化された新しい“医療法

人”で、高い「公益性」と「非営利性」が求められており、今後の病院再

編の核として、公的病院改革の受け皿としても期待されている。

公益性の高い医療（ ５事業＝救急やへき地医療など）に取り組むこ

となどが認定要件となっている一方、法人税の優遇措置や、公募債の

発行、医療に付随する収益事業が可能となるなどのメリットも受けられ

る。

各都道府県にある医療審議会で審議され、各都道府県知事により

認可される。実質2008年4月からスタートし、2008年7月に北海道で認

可された法人が第一号となった。

2009年7月末時点での社会医療法人の認可数は、 30都道府県で、

58法人（61病院・1診療所）となっている。（厚生労働省医政局指導課）

うち、都道府県をまたがる “大臣所管”の法人が１法人ある。

最終的に300法人程度が認可されると予測する（日医工MPS）
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社会医療法人の認可状況（2009年7月末） 1/3

救急
精神
救急

災害
へき
地

周産
期

小児
救急

1 北海道 カレスサッポロ 札幌市 2008年7月 北光記念病院 ○ 2009年対象

2 北海道 函館渡辺病院 函館市 2008年11月 函館渡辺病院 ○

3 北海道 北斗 帯広市 2009年3月 北斗病院 ○ 2008年対象

4 北海道 孝仁会 釧路市 2009年3月 孝仁会記念病院 ○ 2006年対象

5 青森 博進会 三戸郡 2008年12月 南部病院 ○

6 秋田 明和会 秋田市 2009年2月 中通総合病院 ○ 2009年対象

7 秋田 興生会 横手市 2009年4月 横手興生病院 ○

8 福島 福島厚生会 福島市 2008年11月 福島第一病院 ○

9 栃木 博愛会 那須塩原市 2009年1月 菅間記念病院 ○

10 栃木 恵生会 さくら市 2009年4月 黒須病院 ○ 2009年対象

11 群馬 輝城会 沼田市 2009年7月 沼田脳神経外科循環器科病院 ○ 2004年対象

12 東京 大和会 東大和市 2009年4月 東大和病院 ○ 2006年対象

13 神奈川 三思会 厚木市 2009年4月 東名厚木病院 ○ 2008年対象

14 新潟 嵐陽会 三条市 2009年4月 三之町病院 ○

15 新潟 桑名恵風会 新潟市 2009年4月 桑名病院 ○ 2009年準備

16 石川 董仙会 七尾市 2008年11月 恵寿総合病院 ○ 2006年対象

17 長野 慈泉会 松本市 2008年12月 相澤病院 ○ 2006年対象

18 岐阜 厚生会 美濃加茂市 2008年10月 木沢記念病院 ○ 2008年対象

19 岐阜 蘇西厚生会 羽島郡 2008年10月 松波総合病院 ○ 2006年対象

DPCNo. 都道府県 法人名 地域 認可年月

業務の区分

主な施設

参考：厚生労働省医政局指導課資料
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救急
精神
救急

災害
へき
地

周産
期

小児
救急

20 愛知 せせらぎ会 北設楽郡 2009年4月 東栄町国民健康保険東栄病院 ○

21 愛知 杏嶺会 一宮市 2009年4月 一宮西病院 ○ 2008年対象

22 愛知 新和会 安城市 2009年4月 八千代病院 ○ 2009年対象

23 滋賀 誠光会 草津市 2008年9月 草津総合病院 ○ ○ 2009年対象

24 京都 岡本病院 京都市 2009年4月 第二岡本病院 ○ 2009年対象

25 京都 西陣健康会 京都市 2009年4月 堀川病院 ○

26 京都 和交会 京都市 2009年4月 太秦病院 ○

千船病院 ○ ○ 2006年対象

高槻病院 ○ ○ ○ 2006年対象

加納総合病院 ○ 2008年対象

北大阪病院 ○

29 大阪 真美会 大阪市 2009年1月 中野こども病院 ○

府中病院 ○ 2006年対象

ベルランド総合病院 ○ ○ 2006年対象

31 大阪 栄公会 泉佐野市 2009年1月 佐野記念病院 ○ 2009年対象

32 大阪 きつこう会 大阪市 2009年1月 総合病院多根病院 ○ 2006年対象

33 大阪 ペガサス 堺市 2009年1月 馬場記念病院 ○ 2006年対象

34 大阪 若弘会 大阪市 2009年7月 若草第一病院 ○ 2004年対象

35 和歌山 黎明会 御坊市 2009年7月 北出病院 ○ 2009年対象

36 岡山 哲西会 新見市 2009年3月 哲西町診療所 ○

37 広島 陽正会 福山市 2009年3月 寺岡記念病院 ○

38 広島 祥和会 福山市 2009年4月 脳神経センター大田記念病院 ○ 2009年対象

27

28

30 和泉市 2009年1月大阪 生長会

大阪市 2009年1月

大阪 愛仁会 大阪市 2009年1月

大阪 協和会

No. 都道府県 法人名 地域 認可年月 主な施設

業務の区分

DPC
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救急
精神
救急

災害
へき
地

周産
期

小児
救急

39 鳥取. 明和会 鳥取市 2008年10月 渡辺病院 ○

40 鳥取. 仁厚会 倉吉市 2008年10月 医療福祉センター倉吉病院 ○

41 島根 石州会 鹿足郡 2009年1月 六日市病院 ○

42 島根 清和会 浜田市 2009年1月 西川病院 ○

43 島根 昌林会 安来市 2008年11月 安来第一病院 ○

44 香川 大樹会 坂出市 2008年10月 総合病院回生病院 ○ 2006年対象

45 愛媛 更正会 西条市 2008年12月 村上記念病院 ○

46 福岡 大成会 福岡市 2008年11月 福岡記念病院 ○ 2006年対象

47 福岡 至誠会 福岡市 2009年1月 木村病院 ○ 2009年準備

48 福岡 雪の聖母会 久留米市 2009年4月 聖マリア病院 ○ ○ ○ ○ 2004年対象

49 佐賀 謙仁会 伊万里市 2009年1月 山元記念病院 ○ 2009年準備

50 長崎 長崎記念病院 長崎市 2009年4月 長崎記念病院 ○ ○ 2008年対象

51 大分 天心堂 大分市 2008年10月 へつぎ病院 ○ 2008年対象

52 大分 敬和会 大分市 2009年4月 大分岡病院 ○ 2006年対象

53 宮崎 泉和会 日向市 2009年1月 千代田病院 ○

54 鹿児島 聖医会 枕崎市 2009年4月 サザン・リージョン病院 ○ 2006年対象

55 鹿児島 緑泉会 鹿児島市 2009年4月 整形外科米盛病院 ○ 2008年対象

56 沖縄 かりゆし会 中頭郡 2009年3月 ハートライフ病院 ○ 2006年対象

57 沖縄 敬愛会 沖縄市 2009年3月 中頭病院 ○ ○ 2004年対象

海老名総合病院 ○ 2006年対象

東埼玉総合病院 ○ 2008年対象
58 大臣所管

ジャパンメディカル
アライアンス

神奈川県海老名
市

2009年4月

DPCNo. 都道府県 法人名 地域 認可年月 主な施設

業務の区分

参考：厚生労働省医政局指導課資料
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社会医療法人制度

非営利性

5事業（救急、災害、へき地、周産期、小児）を担う主体となる
（公的病院とともに・・・、公的病院に代わって・・・）

公的医療機関経営への参画（指定管理者）
公設民営化、自治体病院の受け皿・・・

社会医療法人債（公募債）の発行が可能
会社法の募集社債の規定に準拠
担保付社債信託法で定める社債とみなす

多様な事業展開、経営多角化
社会福祉事業（特養を除く）、収益事業

税制上の優遇措置
医療業務法人税非課税、収益業務法人税（22%）、固定資産税など

幅広い医療連携の推進
地域の中核病院として位置付け

特定医療法人・特別医療法人に代わる、公益性の高い、非営利の医療法人制度

高い公益性

・不採算事業を担う医療法人の経営安定化

・公募債発行の環境整備による透明化・近代化

・資金調達の多様化・円滑化による十分な設備

投資と経営の効率化
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旧の医療法人の形態（第5次医療法改正前）

新しい医療法人

出資額限度法人

根拠法 医療法（昭和25年）
厚生労働省

医政局長通知（平成16年）
租税特別措置法（昭和39年） 医療法（平成9年）

認可・承認 都道府県知事の認可
都道府県知事による
定款変更の認可

国税庁長官の承認
都道府県知事による
定款変更の許可

・退社時の払い戻しは出資額を限
度とする
・解散時の財産帰属は、払込出資
額のみ分配
・残余財産は国・自治体等に帰属

法人形態 財団又は社団（持分なし） 財団又は社団（持分なし）

法人税率 22% 30%

収益事業 不可 可　（所定の収益事業のみ）

収入要件 社会保険診療収入が80%以上 社会保険診療収入が80%以上

給与制限
特別利益の付与禁止

役職員年間3600万円以下
特別利益の付与禁止

役職員年間3600万円以下
制限なし

財団又は社団（持分あり又は持分なし）

30%

不可

社会保険診療収入の定めなし

要件

資産要件
　・病院等を開設する場合は
　　自己資本比率を20%以上
役員数
　・理事3人、監事1人以上

　・自由診療の制限
　・同族役員の制限（1/3以下）
　・差額ベッドの制限（30%以下）

　・自由診療の制限
　・同族役員の制限（1/3以下）

医療法人（社団・財団）
特定医療法人 特別医療法人

2012年3月31日で
廃止

社会
医療法人

基金拠出型
医療法人

経過措置型
医療法人
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財
団

社
団

財
団

社
団

　自主的な新制度への移行を前提に、当分の間存続
される（いずれは縮小・廃止の可能性が高い）

社
団

＜基金制度＞
「持分のない社団医療法人に適用される制度」
　拠出された資金は基金として運用されるが、定款に
より出資者に返還することができる。ただし返還可能
額は限定され余剰金分配の性格を持たないもの

・5事業（救急、災害、へき地、周産期、小児）を担う
・公的医療機関経営への参画（指定管理者）
・公募債（債権）の発行
・多様な事業展開、経営多角化
・税制上の優遇措置
　（法人税、固定資産税、不動産取得税）
・幅広い医療連携の推進

社会医療法人

基金拠出型
医療法人

経過措置型
医療法人

新医療法人制度

2007年4月以降の医療法人は上段の２形態へ再編された。持分ありの医療法人の新規申
請は認められなくなったが、既存のものは継続されるため、医療法人制度は変則３階構造と
なる。

非営利性

公益性

効率性 透明性

出資額限度法人が医療法で整備された

財団医療法人

特定医療法人

特別医療法人
（2012年3月で廃止）

社団医療法人
　（持分なし）

社団医療法人
　（持分あり）
　（出資額限度法人）
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社会医療法人の要件

①役員の要件
同族関係者は役員総数の1/3を超えてはならない

②社員（評議員）の要件
同族関係者は総社員（総評議員）の1/3を超えてはならない

③緊急医療等確保事業に係る業務の実施
5事業（救急、災害、へき地、周産期、小児）、その他都道府県知事が必要とす

る医療の実施

④緊急医療等確保事業に係る業務に関する設備・体制・実績
病院等の構造設備（物的要件）、体制（人的要件）、業務の実績が厚生労働大

臣が定める基準に適合している

⑤公的な運営に関する要件
公認会計士・監査法人による監査（社会医療法人債を発行した法人）

⑥解散時の残余財産は、国・地方公共団体・他の社会医療法
人等に帰属することを定めた定款 財産権は、

一切認められない
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準公的とされる病院も自治
体病院との再編などを含め
て社会医療法人へ移行する。

社会医療法人の方向性・概念（日医工MPS予想）

社会医療法人

自治体病院

自治体病院は民営化を視野
に入れて社会医療法人へ再
編される。多くの自治体は病
院経営から撤退し、医療サー
ビスの調整、監視役となる。

社保系病院
など

済生会病院
など

いずれは

民営化

厚生連系病院
など

日赤病院など

非営利・公益性をアピールする病院
は、社会医療法人へ移行する。（民営
化を経ることも考えられる）

医療法人は「非営利・公益性」の観点から整理再編される。
社会医療法人は、公立・公的病院に代わって補助金支給の対象となり、公益性の

高い医療提供機関として、公立・公的病院再編の受け皿となり、地域医療の中核施
設として位置付けられる。

将来的に

民営化
今後は
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